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1 本県の財政状況

繰入金 歳入款別予算 諸収入

(注)億円未満切捨てのため､合計に符合 しない
- 1-

歳入予算短
く単位 億円､%)

区分 当初予算額 構成比

県税 10,850 62.9

地方交付税 440 2.6

県債 2.708 15.7

国庫支出金 1,594 9.2

使用料及び手数料 344 2.0

地方敦与税 535 3.1

繰入金 294 1.7

諸収入 255 1.5

その他 222 1.3

(注)1 億円未満切捨てのため､合計に符合し
ない

2 県債には､昏時財政対策債の特別会計

への計上分(1.599億円)を含む｡
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(2) 県 税 収 入 の 推 移

妻 l 秩

8 19 20 21(当初) (*唐)

(tTt代 位frJ)

地 方 諌 与 税 等 13 39 333 404 434 464 482 472 474 478 524 36 37 33 32 29 31 】75 480 1,671 32 31 54【)

鵬 及び地方那 税芸 1の 8,262 9,872 10,552 ll,318 ll.365 10,373 9.692 9,339 9.648 9,943 10,289 9,563 8,862 9.905 10,162 8,868 8,833 9.919 10,471 12,329 12,837 12.548 ll.390

税 交 付 金 等 670 739 892 i.185 1,287 1.217 1,189 1,26g 1,205 1,081 1.507 1,742 1,682 1,892 1,832 1,569 1.552 1,693 1,682 1,712 1,833 1,562 1,682

(it-_) 低目人柄切耗て



(3) 地方交付税及び臨時財政対策債の推移

62 63 7｡ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 (年度)

( 単 位 億 円)

年 度 1 62 63 l 元 l 2 L 3 1 4 1 5 1 6 ] 7 1 8 L 9 1 10 1 11 J 12 13 14 [ 15 L 16 1 17 J 18 1 19 1 20 1 21

地 方交 世_税臨時財政対 策 債 81 1 0 123 329 460 682 545 683 2,398 2,571 1,626286 1,479549 1,6241,419 1,5011,012 1,228780 646718 221650 174792 4401,599

(注)億円未満切捨て
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住民1人当たり地方税 ･地方交付税 ･臨時財政対策債 (平成21年度当初予算ベース)
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(注)1 人口は､平成21年 3月31日現在住民基本台帳人口

2 千円未満四捨五入のため､合計に符合 しないことがある｡
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(5) 県税収入､県債発行額及び県債現在高の推移

(億円)

30,000

62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

(注)昭和62年度から平成20年度までは最終予算軌 平成21年度は当初予算額 (年度)



(6) 基金の年度末現在高 (一般会計ベース)

2,141(過去最高)

62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

(年度)

(注) 昭和62年度から平成20年度までは年度末現在高｡平成21年度は年度末見込
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(7) 平成21年度性質別歳出予算額

県性質別歳出内訳

講 コ
＼
公債費

歳出総額
1兆7,247億円

(100%)

都道府県性質別歳出予算

性質別予算額(臨時財政対策債を含む一般会計ベース)

(単位 億円､%)

区 分 当初予昇額 構 成 比

13,861 80.4

義蘇的経費 人件費 7,852 45.5

一般職員 870 5.0
教育敬具 5,255 30.5
警察職員 1,718 10.0
恩給費 7 0.1

介護.措置.医療関係費 2,034 ll.8

公債費 1,721 10.0

税交付金等 1,682 9.8

その他 570 3.3

投資的経費 1.565 9.1

その他 1,820 10.6

合 計 17.247 100.0

(注)億円未満切捨てのため､合計に符合しない

政令市に対する負担

(単位 億円)

区 分 政令市 政令市以外

敬育職負 小学校 <55.6%> <44.4%>

1,315 1,051

中学校 <50.1%> <49.9%>

(注) 1 < >内は構成比
2 億円未満切捨て
3 人件費を職員数で按分し算出



(8) 県税収入と義務的経費等の推移

62 63 フ⊂ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 (年反)

(注)l 昭和62年度から平成20年度までは最終予算岳｡平成21年度は当初予昇頼 (県税収入は､平成20年度まで決算額ベース)
2 公債貴には睦時財政対策債の特別会計への計上分を含む｡
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(9) 行政システム改革による人件費抑制の取組

○人件責の抑制 平成16-21年度までの累計で△1,725億円

16 17 18 19 20 21 (年度)

※年度別内訳 (単位 億円)

項目 H16 H17 H18r H19 H20 H21

教職員.警察官 37 96 115

Al.351rAl,725

※ 行政システム改革基本方針の目標
人件費の抑制 1.500億円 (平成15年度当初比､平成22年度当初まで)

○職員数の削減 (教職員･警察官を除く)

9 15 16 17 18 19 20 21 (年度)

※ 行政システム改革基本方針の目標 知事部局(病院事業庁を含む)職点数の1,500人以上削減
(平成15年度当初比､平成22年度当初まで)



(10) 類似府県の性質別決算の状況 (平成19年度普通会計ベース)
(単位 億円 )

項目 歳 入 歳 出

地方税 地方交付税 地方債 国庫支出金 その他 計 人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他 計

神奈川県 <72.1%> <1.2%> <10.4%> <9.0%> <7.3%> <100.0%> <46.2%> <2.4%> <9.4%> <8.7%> <33.3%> <100.0%>
12,812 221 1,856 1,596 1,292 17,777 8,161 421 1,658 1,532 5,879 17,651

大阪庶 <48.3%> <6.4%> <9.4%> <7_6%> <28.2%> <100.0%> <33.0%> <1.2%> <10.9%> <8.5%> <46.5%> <100.0%>
13,425 1,789 2,609 2,119 7,836 27,778 9,111 336 3,000 2,339 12,831 27,617

愛知県 <64.1%> <一%> <11,3%> <8.4%> <16.3%> <100.0%> <34.6%> <1.6%> <13.3%> <13.0%> <37.4%> <100.0%>
14,143 - 2,484 1,852 3,594 22,073 7,595 355 2,914 2,861 8.203 21,928

埼玉県 <56.1%> <11.5%> <12.3%> <9.5%> <10.6%> <100.0%> <43.1%> <1.9%> <12.0%> <11.1%> <31.9%> <100.0%>
8,674 1,780 1,899 1,466 1,639 15,458 6,613 289 1,838 1,705 4,899 15,344

千葉県 <53.9%> <9.5%> <11.5%> <10.5%> <14.6%> <100.0%> <42_0%> <1.7%> <12.2%> <11.0%> <33.1%> <100.0%>
7,840 1,388 1,666 1,524 2,124 14,542 6,075 244 1,760 1,588 4,785 14,452

全国平均 <43.1%> <17.0%> <11.7%> <10.6%> <17.6%> <100.0%> <31.8%> <1.8%> <13.9%> <16.3%> <36.3%> <100.0%>

(注)< >内は構成比

｣ f J-
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2 中期財政見通 し (平成 22-26年度)

○ 今後の経済状況の見通しを踏まえ､現行制度のもとで本県の財政収支がどのように推移するか､一定の前提条件を設定した上で試算した｡

(1) 推計の前提条件

区 分 与 件

歳入 県税 ･22年度は､個人所得や企業収益の動向等を踏まえ推計o

･23年度以降は､国による ｢中長期の道ゆきを考えるための機械的試算｣(平成 21年6月､内閣府作成)で示

された名目経済成長率 (22年度△0.5%､23年度十1.7%､27年度+2.8%)を踏まえて見込むo

･法人二税の超過課税は､現行の適用期限 (22年 10月)までを見込むo

･個人県民税の超過課税は､現行の適用期限 (23年度分)までを見込むo

地方交付税 ･県税収入の増減に伴う変動は臨時財政対策債の増減に反映されるものとし､23年度以降は増減を見込まない○

県債 ･臨時財政対策債は､22年度以降も制度が継続されるものとし､一般会計で計上するものとして見込むo

･その他の県債は､事業費連動で推計o

その他歳入 ･国庫支出金などの特定財源は､事業費連動で推計○

･地方法人特別譲与税は､法人事業税に連動して推計o

歳 義務的経費

人件曹 ･職員定数 ○一般職員 :相模原市の政令市移行による減のみ見込み､その他の増減は見込まないo

○教育職員 :児童 .生徒数の自然増減による法分増減等を見込むo

○警察職員 :増減は見込まないo

･給与改定は､見込まないo

･給与抑制措置 (△3%､△6%)については､22年度まで見込むo

･退職手当は､現在の年齢構成から定年退職者の増減を見込み､近年の勧奨退職者等の増減を加味して推計o

公債費 ･借入利率は､｢中長期の道ゆきを考えるための機械的試算｣(平成 21年6月､内閣府作成)で示された名目長

出 期金利に連動して見込むO
介護.措置.医療関係費 ･近年の増加傾向を踏まえて推計O

その他の義務的経費 ･税交付金等は､県税に連動させて推計o

策的経費

公共事業費 及び県単独土木事業費 ･平成 21年度当初予算額をベースに､相模原市政令市移行の影響額を反映o

その他 (投資的経費) ･全事業を個別に推計o

その他 (非投資的経費) ･原則と.して平成 21年度当初予算額と同額とし､義務的な増減が見込まれる事業等は､個別に影響額を推計o



(2) 推計結果

(単位 億円)

区 分 平 成 21年 度当 初 平 成 22年 度 平 成 23年 度 平 成 24年 度 平 成 25年 度 平 成 26年 度

県 税 10,850 9,550 9,600 9,900 10,100 10,450

地 方 交 付 税 440 500 500 500 500 500

県 債 2,709 2,900 2,500 2,300 2,100 1,750

｢~く う ち 臨 時 財 政 対 策 債 〉i く1,599〉 〈2,050〉 く1,600〉 く1,350〉 く1,200〉 く850〉

そ の 他 3,248 3,500 3,450 3,200 3,350 3,300

歳 入 合 計 (A) 17,247 16,450 16,050 15,900 16,050 16,㈱
人 件 曹 7,853 7,800 7,900 7,850 7,800 7,750

公 債 費 1,721 2,050 2,450 2,700 2,800 3,050

介 護 .措 置 .医 療 関 係 費 2,034 2,100 2,200 2,300 2,400 2,500

そ の 他 2,253 2,000 2,000 2,050 2,050 2,050

義 務 的 経 費 13,861 13,950 14,550 14,900 15,050 15,350

政 策 的 経 費 3,386 3,750 3,550 3,250 3,250 3,250

財 源 不 足 額 ( A - B ) A 1,250 △ 2,050 A 2,250A 2,250 A 2,600

5 年 間 の 財 源 不 足 額5 年 間 の 財 源 不 足 額

(睦時財政対策債を見込まない場合)
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